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平成３０年度亀山市財政健全化及び経営健全化審査意見書の提出について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定に

基づき、審査に付された平成３０年度財政健全化判断比率及び経営健全化判断比率並び

にその算定の基礎となる事項を記載した書類について審査した結果、次のとおり意見書

を提出します。 
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平成３０年度財政健全化審査意見書 
 

第１ 審査の概要 

  １ 審査の期間 

令和元年６月１５日～同年８月７日 

２ 審査の方法 

この財政健全化審査は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3 条

第 1 項の規定に基づき、市長から提出された平成３０年度健全化判断比率及び

その算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかに    

ついて、決算書及び各関係書類等を照合するとともに、関係職員から説明を聴

取して審査を行った。 

 

第２ 審査の結果 

 〔総合意見〕 

審査に付された下記の健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した

書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 

また、是正改善を要する事項はない。 

 

記 

                                 (単位：％) 

健全化判断比率   平成３０年度 平成２９年度 
平成 30 年度 

早期健全化基準 

平成 29 年度 

早期健全化基準 

①  実質赤字比率 ― ― 12.93 12.96 

② 連結実質赤字比率 ― ― 17.93 17.96 

③ 実質公債費比率 1.1 1.4 25.0 25.0 

④ 将来負担比率 ― ― 350.0 350.0 

(注)① 実質赤字比率とは、一般会計の決算を対象とし、実質赤字の標準財政規模に対する比率 

を指す。 

② 連結実質赤字比率とは、全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政 

規模に対する比率を指す。 

③ 実質公債費比率とは、一般会計等（特別会計、公営企業会計等を含む）が負担する公債費 

{元利償還金及び準元利償還金（公営企業債に対する繰出金など公債費に準ずるもの）｝ 

の標準財政規模に対する比率（３箇年平均で示し、普通交付税で措置されるものは除く） 

を指す。 

④ 将来負担比率とは、一般会計等（特別会計、公営企業会計、広域連合、土地開発公社等を 

含む）が将来負担すべき実質的な負債から、充当可能な財源を控除した将来負担見込額の 

標準財政規模に対する比率を指す。 
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〔個別意見〕   

① 実質赤字比率について 

平成 30 年度一般会計に係る実質収支額が 10 億 1,823 万円の実質黒字となって

おり、実質赤字比率がないため、健全と認められる。 

② 連結実質赤字比率について 

平成 30 年度一般会計及び特別会計（公営企業会計 4 会計を含む 7 会計）は、次

表のとおりすべて実質黒字又は資金剰余が発生しており、連結実質赤字比率がな

いため、健全と認められる。 

(単位：万円) 

会 計 名 
平成 30 年度 平成 29 年度 

実質黒字額 資金剰余額 実質黒字額 資金剰余額 

一 般 会 計 101,823 ― 67,710 ― 

国 民 健 康 保 険 

事 業 特 別 会 計 
2,076 ― 5,821 ― 

後 期 高 齢 者 医 療 

事 業 特 別 会 計 
2,616 ― 302 ― 

公

営

企

業 

法 

適 

用 

水道事業会計 ― 66,194 ― 58,205 

工 業 用 水 道 

事 業 会 計 
― 25,282 ― 22,734 

公 共 下 水 道 

事 業 会 計 
― 58,267 ― 52,607 

病院事業会計 ― 33,301 ― 31,490 

法 

非 

適 

用 

農業集落排水 

事業特別会計 
― 724 ― 1,602 

計 106,515 183,768 73,833 166,638 

合  計 290,283 240,471 

(注)・実質黒字額とは、実質収支（歳入総額―歳出総額―翌年度へ繰り越すべき財源）が黒字で 

ある場合を指す。 

・資金剰余額とは、地方公営企業法適用企業における貸借対照表中の流動資産から（流動負債

－企業債等－引当金）を差し引いた額が黒字である場合を指す。  

（非適用事業は別表１参照） 

 

③ 実質公債費比率について 

平成 30 年度一般会計等（特別会計、公営企業会計等を含む）の実質公債費比率

は 1.1％であり、早期健全化基準の 25.0％と比較すると、これを下回り健全であ

ると認められる。 

 

④ 将来負担比率について 

平成 30 年度の一般会計等（特別会計、公営企業会計、広域連合、土地開発公  

社等を含む）の将来負担比率はないため、健全であると認められる。 

 



 3 

平成３０年度経営健全化審査意見書 

 

第１ 審査の概要 

１ 審査の期間 

令和元年６月１５日～同年８月７日 

２ 審査の方法 

この経営健全化審査は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 22 条第

1項の規定に基づき、市長から提出された平成 30 年度決算における資金不足比

率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかにつ

いて、各会計決算書及び関係書類等を照合するとともに、関係職員から説明を聴

取して審査を行った。 

     

第２ 審査の結果 

 〔総合意見〕 

審査に付された下記の各会計に係る資金不足比率及びその算定の基礎となる事項

を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 

また、是正改善を要する事項はない。 

記 

資金不足比率                                             (単位：％) 

公    営    企    業    会    計 平成 30 年度 平成 29 年度 経営健全化基準 備 考 

 

法 

適 

用 

 

1 水道事業会計 ― ― 20.0  

2 工業用水道事業会計 ― ― 20.0  

3 公共下水道事業会計 ― ― 20.0  

4 病院事業会計 ― ― 20.0  

法非

適用 
5 農業集落排水事業特別会計 ― ― 20.0  

(注) 資金不足比率＝資金の不足額／公営企業の事業の規模 

 

〔個別意見〕 

いずれの会計も資金不足比率は発生しておらず、健全であると認められる。 
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経 営 健 全 化 審 査 資 料 
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一般会計等

　一般会計

公営事業会計

　国民健康保険事業特別会計

　後期高齢者医療事業特別会計

[公営企業会計]

　水道事業会計

　工業用水道事業会計

  公共下水道事業会計

　病院事業会計

  農業集落排水事業特別会計 （法非適用）

一部事務組合・広域連合

　鈴鹿亀山地区広域連合 （一般会計）

　三重地方税管理回収機構 （一般会計）

（一般会計）

　三重県市町総合事務組合 （一般会計）

　 （退職手当特別会計）

　 （デジタル地図特別会計）

　 （共同研修特別会計）

　 （物品特別会計）

（公平委員会特別会計）

地方公社

　土地開発公社

7

資
金
不
足
比
率

将
来
負
担
比
率

（介護保険事業特別会計）

　　　　　　　　　　　　　（滞納整理拡充事業特別会計）

　三重県後期高齢者医療広域連合

　　　　　　（後期高齢者医療特別会計）

　　　　　　　　　　　　　（消防救急無線特別会計）

財政健全化判断比率等の対象となる会計

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率
・
３
箇
年



別 表 １

上段　平成３０年度

中段　平成２９年度

下段　比較（３０－２９）

（単位：円）

水道事業会計 工業用水道事業会計 公共下水道事業会計 病院事業会計 農業集落排水事業特別会計

196,317,575 10,508,419 260,482,168 255,464,045 476,405,109

308,503,613 3,230,764 240,816,247 312,540,452 450,909,750

△ 112,186,038 7,277,655 19,665,921 △ 57,076,407 25,495,359

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

858,254,093 263,332,643 843,147,346 588,478,129 483,643,926

890,553,424 230,567,468 766,887,572 627,441,965 466,924,802

△ 32,299,331 32,765,175 76,259,774 △ 38,963,836 16,719,124

1,172,624,463 67,805,346 413,775,752 1,304,899,316 0

1,096,255,270 67,834,018 413,879,260 1,333,023,815 0

76,369,193 △ 28,672 △ 103,508 △ 28,124,499 0

6,666,000 0 0 0 △ 7,238,817

8 1,989,000 0 0 0 △ 16,015,052

4,677,000 0 0 0 8,776,235

△ 661,936,518 △ 252,824,224 △ 582,665,178 △ 333,014,084 7,238,817

△ 582,049,811 △ 227,336,704 △ 526,071,325 △ 314,901,513 16,015,052

△ 79,886,707 △ 25,487,520 △ 56,593,853 △ 18,112,571 △ 8,776,235

661,936,518 252,824,224 582,665,178 333,014,084 111,064,966

582,049,811 227,336,704 526,071,325 314,901,513 109,747,640

79,886,707 25,487,520 56,593,853 18,112,571 1,317,326

56.8 372.9 140.8 25.5 6.5

53.2 335.1 127.1 23.6 14.6

3.6 37.8 13.7 1.9 △ 8.0

資金不足率 Ｆ／Ｄ－Ｅ（％） 資金不足比率 Ｅ／Ｇ（％）

資金剰余比率 Ｇ／（Ｄ－Ｅ）（％） 資金剰余比率 Ｆ／Ｇ（％）

資金不足額 Ｆ＝（Ａ＋Ｂ）－Ｃ 資金剰余額 Ｆ＝Ｃ―Ｄ－（A＋Ｂ）

資金剰余額 Ｇ＝Ｃ－（Ａ＋B） 営業収益－受託工事収益 Ｇ

営業収益 Ｄ
翌年度に繰り越すべ
き財源

Ｄ

受託工事収益 Ｅ 資金不足額 Ｅ＝（A＋B）－C―Ｄ

建設改良以外の財源
充当地方債の現在高

Ｂ 算入地方債の現在高 Ｂ

流動資産－翌年度に繰
り越しされる支出の財
源充当額

C 歳入額 Ｃ

平成３０年度　経 営 健 全 化 比 率

法　適　用　事　業 法　非　適　用　事　業

流動負債－流動負債の
うち建設改良費等に充
てるための企業債及び
長期借入金

Ａ 歳出額 Ａ




